
発議第１０号  

 

市川市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の  

一部改正について  

 

上記議案を別紙のとおり地方自治法第１１２条及び市川市議会会議規則第

１４条第１項の規定により提出いたします。  

 

平成３０年１０月２日  

 

 

              提  出  者  

                   市議会議員   石  原  よしのり  

                     〃     長  友  正  徳  

                     〃     西  村    敦  

                     〃     清  水  みな子  

                     〃     かつまた  竜  大  

                     〃     荒  木  詩  郎  

                     〃     松  永  修  巳  

                     〃     加  藤  武  央  

                     〃     松  井    努  

                     〃     中  山  幸  紀  

  



市川市条例第   号  

   市川市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部を改正する条例  

市川市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成  

２３年条例第１号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１項を次のように改める。  

 議長、副議長及び議員の議員報酬は、それぞれ、その職に就いた日からこ

れを支給し、任期満了、辞職、失職、除名又は議会の解散によりその職を離

れたときはその日まで、死亡によりその職を離れたときはその日の属する月

まで、これを支給する。  

第３条第３項を同条第５項とし、同条第２項中「前項」を「前３項」に改め、

同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項の規定により議員報酬を支給する場合において、月の初日から支給す

るとき以外のとき又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その議員報

酬の額は、その月の現日数を基礎として日割りによって計算する。  

３  前２項の規定により議員報酬を支給する場合であって、議長、副議長及び

議員がその職に就いた日又はその職を離れた日に２つ以上の職を有する場合

の議員報酬の額は、額が同じときはその額に、額に差があるときは多い方の

額によるものとする。  

第５条第１項中「項」を「条」に改め、同項後段を次のように改め、同項各

号を削る。  

  これらの基準日前１箇月以内に任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議

会の解散（次項において「任期満了等」という。）により議員の職を離れた

者についても、同様とする。  

第５条第２項中「期末手当」を「前２項に定めるもののほか、期末手当」に

改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  

２  期末手当の額は、基準日現在（前項後段に規定する者にあっては、任期満

了等により議員の職を離れた日現在）において議員が受けるべき議員報酬の



月額に１００分の１２０を乗じて得た額に、６月に支給する場合においては

１ ０ ０ 分 の ２ １ ２ .５ 、 １ ２ 月 に 支 給 す る 場 合 に お い て は １ ０ ０ 分 の    

２２７ .５を乗じて得た額に、次の各号に掲げる基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の在職期間に応じ当該各号に掲げる割合を乗じて得た額

とする。  

⑴  ６箇月  １００分の１００  

⑵  ５箇月以上６箇月未満  １００分の８５  

⑶  ４箇月以上５箇月未満  １００分の７０  

⑷  ３箇月以上４箇月未満  １００分の５５  

⑸  ２箇月以上３箇月未満  １００分の４０  

⑹  １箇月以上２箇月未満  １００分の２５  

⑺  １箇月未満  １００分の１０  

   附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

近隣市の状況等を考慮し、月の途中で就任、離職等した場合の月額報酬の日

割計算、期末手当に係る基準日の特例等に関する規定の整備を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。  


